
2025年7月の
参考銘柄

●スポティファイ・テクノロジー（SPOT：NYSE $ 725.05）

スウェーデンを拠点とする世界最大級のオーディオストリーミングプラットフォーム。音楽、ポッド
キャスト、オーディオブックを提供する。2024年12月末時点で世界184ヵ国・地域に展開し、月間アク
ティブユーザーは6億7500万人（前年比12％増）、うち有料会員は2億6300万人を擁する。プラット
フォームには1億曲以上の楽曲を保有。デジタル広告とプレミアム会員の会費が主な収益源。

●アップル（AAPL：NASDAQ $ 213.55）

世界最大のテクノロジー企業。22年米国企業で初めて時価総額3兆㌦突破。iPhoneが稼ぎ頭。会員制音
楽･映画配信、決済のApple Pay、iCloudなどサービス基盤構築。独自の「アップルインテリジェン
ス」発表、国内でも25年4月サービス開始。バフェット銘柄の代表格。

●アプライドマテリアルズ（AMAT：NASDAQ $ 191.05）

世界最大の半導体製造装置の総合メーカー。成膜装置、イオン注入装置、エッチング装置など扱い、
半導体産業の成長に不可欠な存在TSMC、サムスン、インテルなどの主要半導体メーカーに装置を供給
しており、グローバルな顧客基盤を持つ。

＜参考銘柄＞ファイザー（PFE：NYSE $ 25.38）オラクル（ORCL：NYSE $ 237.32）
アリスタ・ネットワークス（ANET：NYSE $ 102.52）エヌビディア（NVDA：NASDAQ $ 159.34）
マーベル・テクノロジー（MRVL：NASDAQ $ 75.18）ＲＴＸコーポレーション（RTX：NYSE $ 145.75）

●富士フイルムホールディングス（4901：PRM 100株 3,102円 約31万円）

デジカメ、バイオ、半導体材料、複写機など異なるビジネスサイクルの事業を複数持ち収益の振幅を
抑えながら成長できる事業ポートフォリが強み。2025年4月、米製薬大手、リジェネロン・ファーマ
シューティカルズからバイオ医薬品の生産を受託し、米国で生産する契約を結ぶ。

●三井不動産（8801：PRM 100株 1,408円 約14万円）

総合不動産デベロッパー最大手。オフィスなどの賃貸事業、マンションを中心とした分譲事業が主力。
物件開発力に強みをもち、今秋にも半導体に関わる企業や研究機関を集めた産業育成拠点を都内に設
け、熊本県内や仙台市内には工場、オフィス、研究所などを集積したサイエンスパークの構築を検討。

●東京ガス（9531：PRM 100株 4,918円 約50万円）

国内都市ガス販売シェア約32%を誇り、首都圏を中心に強固な顧客基盤を持つ。再生可能エネルギーや
LNG事業への投資を拡大し、脱炭素社会に対応。北米シェール事業やLNGトレーディングで収益力強化
を目指す。
＜参考銘柄＞エーザイ（4523：PRM 4,110円 約41万円）ＴＤＫ（6762：PRM 1,632.5円 約17万円）
リクルートＨＤ（6098：PRM 8,152円 約82万円）サンリオ（8136：PRM 6,422円 約65万円）
第一三共（4568：PRM 3,226円 約33万円）三井Ｅ＆Ｓ（7003：PRM 2,721円 約27万円）

●Ｏｎｅ／フィデリティ・ブルーチップ・グロース株式ファンド

成長型／隔月決算・予想分配金提示型（アセットマネジメントOne）

主として、米国を中心に世界（日本を含みます。）の金融商品取引所に上場（これに準ずると委託会
社が判断したものを含みます。）されている優良企業の株式に実質的に投資を行い、長期的な値上が
り益を獲得することをめざします。

●日本好配当リバランスオープン（SBI岡三アセットマネジメント）
わが国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とし、投資信託財産の成長を図ることを目標に積極

的な運用を行います。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2025年7月3日終値

2025年7月3日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から
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※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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